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金融・保険・不動産業

サービス業

21 4.1%

156 30.6%

3.5%

131 25.7%

運搬・通信業、電気・ガス・熱供給・水道業

28

卸売・小売業

区   分 事業所数 比率

合   計 510 100.0%

19 3.7%その他（農業・林業・漁業・鉱業）

製造業

建設業

5.5%

137 26.9%

18

100人以上

合  計 510

区  分

10人未満

10～29人

30～49人

50～69人

70～99人

4.3%

2.9%

4.7%

100.0%

事業所数

204

192

53

22

15

24

40.0%

比率

37.6%

10.4%

資料 ４ 



2 

 

 「計画的な有給休暇の取得
促進」などに取り組む事業所
がある一方、「特にない」事業
所が４割弱ある状況となって
います。 

  「職場で男性が育児休業
を取得できる雰囲気がない」
と回答した事業所の割合が
減少しました。 
 しかし、「休業中の業務に
支障をきたす」「固定的性別
役割分担意識がある」などの
理由から、依然として男性が
育休を取らない・取りづらい
状況にあるものと思われま
す。 
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  82.7 ％ の 事 業 所 が
「LGBT という言葉も意味も
知っていた」と回答しまし
た。 
 一方で、「LGBT について理
解を深めるために必要だと
思うこと」については、「特に
ない」「よくわからない」とい
う回答が合わせて約半数あ
ることから、基礎的な知識や
具体的な取り組みなどにつ
いて理解を深めていくこと
が必要であると思われます。 

 「人事評価」や「仕事と
生活の調和」、「効率的な働
き方」など、男女がともに
働きやすい環境づくりが
必要です。 


